
差し止め警告を受け奮起、知財戦略で自社製品を守る 

タイガー産業株式会社（沖縄県浦添市） 
 

・沖縄県浦添市伊祖 2 丁目 29 番 2 号 

・昭和 54年 6 月設立 

・事業内容 建築・土木資材等製造卸販売 

・従業者数 120 人 

・お話いただいた人  企画開発部 企画課 課長代理 宮城 直人さん 

 

自社製品の販売を差し止められ、知的財産の大切さに気づく 
 

タイガー産業株式会社は、昭和 54 年、島袋金物株式会社より建築資材部門を分離

独立、沖縄県那覇市に本社を設立、その後、浦添市に移転、昭和 59 年には工場部門

であるタイガー工業株式会社を設立。平成 10 年 6 月には、うるま市洲崎に営業本部

を新設した。創業以来の“即納体制”をモットーに建築資材の安定供給と在庫確保に

努めている。顧客のニーズに、よりスピーディーに答えていくために生産拠点と販路

の拡大が急務と考え、福岡営業所、大阪営業所、仙台営業所、東京営業所を次々に開

設。取引先を全国幅広く展開している。 

モノづくりが好きでアイディアマンである島袋社長のもと、創意工夫の精神に満ち

溢れた社風が築かれた。自社製品の販路を県外へと拡大していく過程において、他社

が販売する類似製品との違いを明確にし、自社の製品ブランドを守っていくために、

特許・実用新案・意匠等の知的財産の登録申請に積極的に取り組んでおり、自社で新

規に開発した商品に関しては知的財産取得の申請を行なっている。 

以前、他社が知的財産として登録しているかどうか十分に調査せずに他社が所有す

る商品の類似品を製造してしまい、差し止め警告文が届いたという経験から、“知的

財産権の大切さ”の意識が高まることとなった。その後、沖縄県知的所有権センター

の特許情報活用支援アドバイザーの研修やセミナー等を受け、社員個別の F ターム、

Dターム検索などのより高度な検索スキルアップが図れた。 

これにより対象商品が権利化されているのか、権利範囲のポイントはどこか、また

審査請求後の経過情報をすばやくキャッチすることができるようになり、知的財産権

利の分析を内製化できるようになった。 

現在では、島袋社長の発案で、市場ニーズを十分に分析し、様々な製品の知的財産

権の権利化を申請している。 

 



吸殻入れ（意匠登録） 

自社の製品を守るための効力を見極めつつ、知的財産権を申請 
 

意匠登録した自社製品の吸殻入れが全国的に販売され

ていたが、類似製品が製造・販売され、沖縄県内へも流通

しているという情報を得た。こちらが意匠登録をしている

製品であることを製造業者ならびに県内の販売業者に伝

え説明を行ったものの、そのまま販売が続けられ、警告文

を出し続けても回答が全くない状態が続いた経験がある。

知的財産権の法律により、販売業者・輸入業者ともに罰せ

られることになっている。さらに、今年度改正された知的

財産権法では、輸出・譲渡目的所持の権利侵害行為も追加

され模倣品対策の強化が図られた。業界内でも、知的財産

を侵害してはならないという認識を高めてもらいたい。 

知的財産権を所持することは、自社製品の売上、シェア

を確保するためにも重要であると考えており、自社で新規に開発する製品に関しては、

知的財産権の所有を念頭においている。 

権利化したい製品を申請する前にビジョンをまとめ、意匠、特許、実用新案、どの

申請がより効果的かを考えている。自社ブランドの機能、デザインを守ることを念頭

におきながら、将来を見据えて登録を考えている。また特許の権利期限が過ぎると自

由に実施可能となることから、これらの技術情報を有効活用して自社の新規商品化を

図っている。 

 

知的財産に対するスキルを磨く 
 

ミーティング等で発案のあった商品について、徹底的に検索を行い詳細に調べ上げ

たうえで、権利化したい製品について企画開発部にて製図し商品化している。 

また、検索を徹底的に行なう中で、オープンライセンスで価格勝負できるものにつ

いては、積極的に商品開発に取り入れ、単に登録申請という点だけでなく、売上に対

する貢献という視点からも徹底的に検索スキルを磨くことが重要だと認識している。 

 

手続きの内製化と世界市場への挑戦 
 

現在は、知的財産権の登録申請については弁理士に依頼しているが、今後は、特許

流通アドバイザーと相談しながら、申請・登録を内製化していこうと考えている。 

また、1994 年に中国進出し 13 年が経過した今、今後は世界市場をも念頭において、

“創意工夫の精神”のもと、異業種への開発にも積極的に取り組んでいる。よって国



際特許の申請・登録について勉強し分析していくことも今後の課題である。 

知的財産権により製品を保護し、供給者へより良い製品を供給するように日々商品

開発に取り組んでいる。     

 

■本事例で紹介した知的財産の例 

・灰皿（意匠登録第 1176727 号） 

 

 


